
 

 

四万十市産業振興計画の推進体制（計画書抜粋） 

  産業振興計画は、産業間の連携のもと一体的かつ相乗的に推進していかなければなりません。

そのため、推進組織として「産業振興計画検討チーム」を庁内に設置し、関係課の緊密な連携

による計画全体の進捗管理や課題事項の検討・調整を行いながら庁内横断的な推進を図るとと

もに、県の地域支援企画員に参画いただいくことで県計画との連携・協働による、より効果的

な推進を図ります。 

  あわせて、必要に応じて民間の実践者を加えたワーキンググループを編成し、主に産業間連

携をテーマに民間ならではの柔軟な発想や意見を活かした施策などの検討を加えていきます。 

  また、官民協働で実行する産業振興計画を、より効果的かつ実行性のあるものとするため、

各産業分野の関係組織や協議会等との緊密な連携・調整により計画の具現化を図るとともに、

産業関連団体の代表者や有識者、関係行政機関の職員等で構成する「産業振興計画フォローアッ

プ委員会」を組織し、計画の進捗状況や評価、検証、修正・追加などに関する検討を毎年行っ

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農業】 

高知はた農業協同組合 

認定農業者連絡協議会 

【林業】 

中村市森林組合 

西土佐村森林組合 

四万十市建築協会 

四万十ヒノキブランド化推進協議会 

【水産業】 

四万十川漁業振興協議会 

下田漁業協同組合 

【商工業】 

中村商工会議所 

四万十市西土佐商工会 

四万十市商店街振興組合連合会 

中村料理飲食店組合 

高知県建設業協会中村支部 

【観光】 

四万十市観光協会 

四万十黒潮旅館組合 

幡多広域観光協議会 

               など 

 

 

 

産業振興計画フォローアップ委員会 

【構成】産業関係団体の代表者(構成員) 

有識者 

関係行政機関の職員 

【オブザーバー】 

市長・副市長 

関係課長 

 

 

 
【構成】副市長・関係課職員 

県地域支援企画員 

【構成】検討チームの構成員 

民間の実践者 

※主に産業間連携をテーマに 

施策などの検討 

ワーキンググループ 

産業振興計画検討チーム 
検
証

・
調
整 

連携・調整 

関係組織・協議会等 

平成27年12月4日 
第1回産業振興計画フォローアップ委員会 

資料１ 



四万十市産業振興計画フォローアップ委員会設置条例 

 

平成27年3月19日 

条例第1号 

 

（設置） 

第１条 官民協働で実行する四万十市産業振興計画（以下「産業振興計画」という。）の検証等

を行い、より効果的かつ実効性のあるものとするため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第 

138条の４第３項の規定に基づき、四万十市産業振興計画フォローアップ委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

 (1) 産業振興計画の進捗状況の検証及び評価並びに計画の修正及び追加にかかる検討に関する

こと。 

 (2) その他委員会の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 産業関係団体の代表者又は構成員 

(2) 有識者 

(3) 関係行政機関の職員 

(4) 前３号に掲げるもののほか市長が必要と認める者 

 （任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 市長は、特別の事情があると認めるときは、委員の任期中であっても、これを解嘱すること

ができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。ただし、第３条に規定する委

嘱後に最初に行われる会議については、市長が招集し、前条の委員長及び副委員長が互選され

るまでは委員の中から互選により仮議長を選出して議事を進行する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

４ 第３条に定める委員が会議を欠席する場合、委員長は当該委員の申出により代理出席を認め

ることができる。ただし、委員長及び副委員長が選任される前に招集される会議は、同条に定

める委員の申出により、市長が代理出席を認めることができる。 

５ 前項の規定により代理出席した委員は、委員会の議決に加わることができるものとし、証人

等の費用弁償に関する条例（平成17年四万十市条例第36号）の規定に基づく実費弁償を支給す

るものとする。 

６ 委員会の会議は公開とする。ただし、委員会において特に必要と認める場合は、非公開とす

ることができる。 

 （意見の聴取等） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明

を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 



 （専門部会） 

第８条 委員会は、産業振興計画の推進に関し、特定の事項について必要なフォローアップ行う

ため、専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

 （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、産業振興計画の事務を所掌する課において処理する。 

（その他） 

第10条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


